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よく説いておくことが重要」である（29才男 B研 OD歴 2年）。 
 「すべては OD本人の問題であるが，大学側も少しは ODとの個別面談などを行い関心をも
って欲しい。例えば，今，研究上，何が間題になっているか，どういう方向に行こうとするの




ラルの状態である」（30才男 B研 OD歴 4年）。 









男 E研 DC3年）。 
 大学院全体の雰囲気が，研究者養成から高度職業人養成にシフトするなかで，研究者志望の









である（28才男 B研 OD歴 1年），「生活（費）維持が主となり研究が二の次になるという本末
転倒に陥らないよう余程の強固な意思と充全なる貯蓄を要すると思われる。が，実際は親に多
少泣いてもらってでも研究に専心するのが長期的には割に合うと思う」（29 才男 B 研 OD 歴 2
年），「もっとも重要と思われることは，現在の研究を続けて一層の努力をすることが必要で
あると思います。学会などで継続的に報告し常に研究姿勢を整えることだと思います。もっと
精進していくつもりです」（女 B研 OD歴 3年・留学生），「学術的に優れた研究成果をあげる
こと。当然，研究会，学会に積極的に参加する」ことが必要だ（30才男 B研 OD歴 4年）。 
 ちなみに DC3年生の自覚の声を聞こう。（ODにならぬ為には）「研究業績の質的・量的向上，
学外の学会・研究会などにおける積極的な人的ネットワークづくり」が必要である（27 才男 B
研 DC3年），「研究に集中できる環境づくりを常に心掛けること」が必要だ（28才男 E研 DC3





































































































 本稿は，日本経営学会第 75回大会（2001年 9月 8日，桃山学院大学）でのワークショップ「経
営系大学院における院生指導」（齊藤毅憲・佐々木恒男・高橋由明・渡辺峻）および日本経営学会

















調査対象の大学院は A大学大学院の経営学研究科および経済学研究科の OD生ならぴに DC3年生，
調査時期は 2002年 7月。OD問題解決のために大学側のなすべきこと，OD生側のなすべきことを自
由に記述させ，その回答を特徴別に整理・類型化した。 
③A大学大学院 B研究科クラス会『研究生活実態調査（2000年度）』（調査時期は 2000年 7月，調査
票配布数 92，回収数 32） 
 
